
◆維持補修費
◆積立金
◆繰出金
6億9,317万円
10.7%

◆町税
6億3,646万円
8.0%

◆地方交付税
33億7,098万円
43.5%

◆国県支出金
15億6,844万円
19.9%

◆町 債
9億4,080万円

15.8%
◆普通建設事業
15億2,359万円
24.3%

◆人件費
12億736万円
16.8%

◆扶助費
10億7,805万円

14.3%

◆公債費
8億6,585万円
11.3%

◆補助費等
10億2,156万円

11.5%

投資的経費
15億2,359万円

24.3%

義務的経費
31億5,126万円

42.5%

◆物件費
8億5,975万円
11.1%

その他の経費
25億7,448万円

33.2%

総 額

72億4,934万円

令和７年度一般会計歳入歳出の性質別状況（地方財政状況調査資料）

自主財源
13億5,322万円

17.7%

依存財源
60億9,961万円

82.3%

総 額

74億5,283万円

(歳 出）

◆災害復旧事業費
0
0.0%

◆その他の依存財源

2億1,939万円

3.1%

(歳 入）

◆繰入金
1億1,834万円
2.0%

◆使用料及び手数料
◆分担金及び負担金
◆財産収入
◆繰越・寄附金・諸収入
5億9,842万円
7.7%

※端数処理の関係上、合計値が一致しない場合があります。
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◆医療費・学費等
（扶助費）

9万円
14.3% 

◆保険料・交際費等
（補助費等）
8万5千円

11.5%

◆車の修理など
（維持補修費等）

9千円
2.1%

◆不動産収入
（財産収入）

3千円
0.6%

◆親からの援助
（地方交付税・地方譲与税・国庫

支出金・県支出金・その他）
43万円
66.5%

◆事業収入
（使用料及び手数料）

8千円
1.3%

◆借金
（地方債）
7万8千円

15.8%

◆本業の給料
（町税）

5万3千円
8.0%

◆副業の給料
（その他収入）

3万9千円

5.9%

◆食費（人件費）
10万円
16.9%

◆ローンの返済
（公債費）

7万2千円

11.3%
◆家・庭の改修工事等

（普通建設費等）

12万7千円

24.3%

◆貯金（積立金）
2万円
2.4%

◆電気代等の生活費
（物件費）
7万2千円

11%

義務的経費

26万2千円

43.4%

投資的経費
12万7千円

21.0%

◆子どもたちへの仕送り
（繰出金）

2万9千円

6.2%

その他の経費
21万5千円

33.2%

令和７年度 龍郷町の家計簿

自主財源
11万3千円

18.2%

依存財源
50万8千円

81.8%

月 間

62万1千円

(支 出）

※（一般会計決算額を千分の一に縮小し、12ヶ月で割って一般家庭の家計簿に置きかえて表しています。）

(収 入）
◆貯金取り崩し

（繰入金）
1万円
1.9%

月 間

60万4千円

※端数処理の関係上、合計値が一致しない場合があります。



令和７年度龍郷町一般会計決算の状況（地方財政状況調査資料より）
○令和７年度歳入歳出決算規模

（グラフ１）

（グラフ２）

　令和７年度の歳入歳出決算規模は、前年度と比較して歳入７千６百万円、歳出６千６百万円
それぞれ減額となりました。これは、防災行政無線長寿命化工事や防災無線強靭化事業等の
工事を翌年度へ繰越したことに伴い、地方債の借入が減額したためと考えられます。
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年度

地方交付税と町税の推移

地方交付税

町税



　

※地方債とは 　

職員数：正職員の総数(特別会計や一部事務組合への派遣職員も含んでいます。）
※義務的経費とは

必ず支出しなければならない経費、または容易に減らすことが出来ない経費をいい、人件費・扶助費・
公債費（その年度の借金の返済金）がこれにあたります。

自治体が借金をする行為または借金そのものを指します。自治体の予算では、その年度に使うお金
はその年度に得る収入（町税や地方交付税など）で賄うことになっていますが、それでは多額の費用が
かかる事業を行うことは困難なため、その財源不足を補う手段として自治体がお金を借り入れる「起債」
という制度があります。

（グラフ３）

（グラフ４）
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義務的経費の状況
人件費 扶助費 公債費
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地方債の状況

公債費

地方債発行額（借入）

地方債残高

職員数
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98人
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職員数

115人



（グラフ４）

※投資的経費とは

※基金残高内訳
財政調整積立基金　2,378 教育施設整備基金　394 デジタル放送事業基金　21
減債基金　534 農業用施設等維持補修準備基金　104 庁舎整備基金　628
地域福祉基金　144 ふるさと納税基金　162 安全安心対策基金　201
ふるさと水と土保全基金　11 人材育成未来基金　55 森林環境譲与税基金　5
森と生きものふれあい基金　11 雇用創出推進基金　20 公共施設等整備基金積立金　554

（グラフ６）

普通建設事業・災害復旧事業の総体をいい、主に公共事業などの社会資本整備のための建設事業
費を指します。地域経済の活性化には必要な経費ですが、投資的事業に依存し、財源不足を補うため
安易に地方債（借金）を増発すれば、将来的に財政圧迫の原因ともなります。

・R３補助事業の増は、製氷施設整備事業、町道整備事業（社会資本整備総合交付金）によるもの。
・R４単独事業の増は、前年度（R３）からの繰越事業（役場庁舎耐震補強工事）が主な要因。

・H３０投資的経費が増加したのは、前年度（Ｈ２９）からの繰越事業が増えたことが主な原因
・Ｒ１補助事業の増は、前年度（Ｈ３０）からの繰越事業（龍南中学校屋内運動場整備事業、防災強靭化事業等）が主な要因

・H２９投資的経費が減少したのは、翌年度（Ｈ３０）への繰越事業が増えたことが主な原因

・R７投資的経費が減少したのは、翌年度（R８）への繰越事業(防災行政無線長寿命化工事等)が主な原因

（グラフ５）

・R５投資的経費が減少したのは、翌年度（R６）への繰越事業が増えたことが主な原因
・R６投資的経費が増加したのは、りゅうゆう館調光制御盤改修工事、龍瀬へき地保育整備事業が主な原因

・H２８補助事業の増は、都市再生整備事業（りゅうがく館建設）が主な要因

・Ｒ２単独事業の増は、町内防災避難所整備事業やりゅうゆう館空調整備・舞台改修事業等が主な要因
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投資的経費の状況
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（歳入）地方消費税交付金（社会保障財源化分） 87,819,000 円

（歳出）社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費 1,621,798,560 円

【社会保障4経費その他社会保障施策に要する経費】 （単位：円）

国県支出金 町債 その他

地方消費税
交付金（社会
保障財源化
分）

その他

高齢者福祉事業 120,255,372 1,114,000 13,300,000 631,260 6,511,725 98,698,387

障がい者福祉事業 464,510,381 328,562,833 25,152,838 110,794,710

児童福祉事業 616,123,622 396,280,601 15,855,961 33,362,565 170,624,495

小計 1,200,889,375 725,957,434 13,300,000 16,487,221 65,027,129 380,117,591

介護保険事業 134,951,624 9,525,750 7,307,515 118,118,359

国民健康保険事業 76,285,513 35,020,469 4,130,795 37,134,249

後期高齢者医療事業 135,873,163 24,531,872 800,323 7,357,415 103,183,553

小計 347,110,300 69,078,091 0 800,323 18,795,725 258,436,161

予防接種事業 15,579,848 0 843,635 14,736,213

母子衛生事業 41,879,141 9,926,075 2,500,000 2,267,720 27,185,346

健康増進事業 16,339,896 1,139,000 1,365,800 884,791 12,950,305

小計 73,798,885 11,065,075 0 3,865,800 3,996,146 54,871,864

1,621,798,560 806,100,600 13,300,000 21,153,344 87,819,000 693,425,616

　引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策4経費
　その他社会保障施策に要する経費

令和７年度決算額

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

社
会
福
祉

社
会
保
険

保
健
衛
生

合計


